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Ｉ水田フル活用政策の確立

　政府は昨年12月、「農林水産業・地域の活力創造プラン」を正式決定した。「攻め」の農林水産
業を目指し、①輸出の促進、②6次産業化、③生産現場の強化―を柱に農業界と経済界の連携
も求めている。米の生産調整の見直しに踏み込み、環太平洋連携協定（TPP）などで環境が大き
く変わろうとする中で、農林水産業を成長産業とし、農業所得を今後10年で倍増させるため、
農政の大改革が実行されようとしている。
　我々は、こうした変化こそ新潟県農業にとってチャンスであると考える。かつて「新潟はアジ
アのシカゴたれ」と提言した。今こそ新潟県の農業の新たな成長と食品産業等との相乗効果によ
る「ニューフードバレー」の創造を目指すべきである。
　まず、明確なビジョンを官民あげて策定することが必要だろう。目標年度は東京オリンピッ
クの開催が決まっている「2020年」としたらどうだろうか。世界中から選手をはじめ、観客、
メディアが来日し、世界無形文化遺産にも登録された「和食」に代表される日本の食文化と食材
に注目が集まる。この2020年をターゲットにして、「新潟県農業のあるべき姿」をビジョンとし
て明示し、「4,000億円新潟県農業」※1の復活を目指すべきである。そのビジョンの一端として、
新潟県における「攻めの農業」の実践を以下のとおり提言する。

　新潟県農業の強みは、広大な農地とそれに支えられた豊富な農業資源にある。「攻めの農
業」の第一ボタンは、まずは看板である「水田フル活用政策」の徹底にある。そのためには、
人口減少等に伴い主食用米需要が中長期的に減少していく中で、需要に応じた主食用米の
生産を行いながら、水田をフル活用し、食品産業向けの業務用米の位置づけを確立すると
ともに、多様な米の生産を一層推進することが必要である。
　主食用米については、今後減反補助金が半減されることで、増産により米価が落ち込む
恐れがある。ますます厳しさを増す産地間競争を勝ち抜くため、低コスト技術の導入や農
地集積・集約による大規模化を進めるとともに、「スーパーコシヒカリ」の市場投入など、ブ
ランド力にさらに磨きをかけることにより、我が国の米市場の「主導権」を一気に掌握する
べきである。

（1）米づくりの多様化
○今般国が決定した非主食用米の転作補助金の拡充は、「新潟版所得保障モデル事業」の内容
が一定程度反映されたものと評価できる。今後、国の制度をフル活用することで、農家
所得の増加につなげるとともに、食料自給率目標を実現することが期待される。
○米粉ブームが一段落した昨今、米粉用米の増産には消費拡大が不可欠である。そのため
には、米粉の製造技術や利用技術の開発、米粉の特性や機能性を活かした商品づくりが

※1 新潟県の農業産出額はかつて（平成4年及び平成6年）4,000億円を超えていたが、近年は2,000億円台に低迷
している。
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重要であり、「R10プロジェクト」のさらなる強化等によって最終商品を見据えた原料米の
生産と製粉加工に取り組み、マーケットを確保していくことが必要である。
○飼料用米については、県の試算によると、県内畜産農家の潜在的な需要が約6万トン見
込まれており、県内の生産量約1万トン（2012年産）の6倍に当たり需給に余裕があるため、
畜産農家との連携を強化することで安定した需要を確保し、増産を進めるべきである。
○海外での日本酒ブームによる酒米の需要拡大が見込まれる中、今年から酒米の増産分が
生産調整の対象外となる。近年酒米が不足している「日本酒王国」の本県において、比較
的高値で売買される酒米の増産を促すことで農家所得を確保し、ひいては日本酒の輸出
拡大につなげるべきである。

（2）低コスト化の推進
○産地間競争を勝ち抜いていくため、直播栽培等の稲作技術の普及定着やロボット農機の
研究開発支援、農業ITシステムの確立などにより、低コスト・高収益な生産体制への転
換を加速化する必要がある。
○国では農地集約を進める「農地中間管理機構」を新設し、今後10年で全農地の8割を大規
模農家に集約することとしているが、これにより本県で農地の大規模化がどこまで進む
かは未知数である。同機構の動向を注視しつつ、農業経営基盤強化促進法による3者以
上の農地交換を可能とすること、利用権（所有権）の設定等を受ける者の備えるべき要件
を緩和することで、農地集積を推進していくことが急がれる。

（3）ブランド力の強化
○徹底した栽培管理（土づくり、施肥、水管理など）によって品質・食味にさらなる磨きを
かけるとともに、高温化を克服する「スーパーコシヒカリ」を早急に市場投入すべきであ
り、その販売手法にも工夫が望まれる。また、スキーリフトを活用して効率的に天日干
しを行うというユニークなアイデアを実用化した「天空米」（南魚沼市・塩沢石打地区）の
ように、徹底して差別化を図りトップブランドを確立することで、売れる米作りを一層
推進していくべきである。
○地理的条件が厳しく担い手が減少している中山間地域においては、中山間地域等直接支
払制度などを活用して自然環境の保全や土壌の浸食・崩壊の防止などの多面的機能を持
つ農地を維持しつつ、例えば、山や川、雪といったすばらしい自然資源によって米の良
食味がもたらされていることを、ストーリー性を持たせて情報発信することで付加価値
を付けるなど、他地域との差別化を図った販売戦略の立案が期待される。特に贈答米市
場においては、最高級米を積極的に投入し、その地位をさらに確固たるものにすべきで
ある。
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Ⅱ 農産物の輸出拡大
　少子高齢化により日本国内のマーケットの縮小が見込まれる一方、世界的な日本食ブー
ムの広がり等により、海外には今後伸びていくと考えられる有望なマーケットが存在して
おり、政府は2020年までに農林水産物・食品の輸出額を現状の約 4,500億円から 1兆円に
倍増する目標を掲げている。
　その実現のためには、まず産業界との連携を強化することで国際競争力を付けるととも
に、今般世界無形文化遺産にも登録された日本食文化の魅力等を海外へ発信しつつ、農産
物の新たな海外販路を開拓していくことが必要である。そのために、「オール新潟の輸出本
部」を設置し、民間のノウハウ等を取り込みつつ、海外ニーズに対応した輸出戦略を立案・
実行すべきである。また、農産物輸出額が世界第 2 位であり、「世界最強の農業国」と言われ
るオランダから学ぶことも有効である。
　以上により、日本の農業をダイナミズムのある「輸出産業」に成長させていくことが期待
される。

（1）産業界のノウハウの導入
○JETROなどの公的機関のサポートを受けつつ、企業、地域金融機関、メディア等の関係
者間のネットワーク・仕組みを構築し、輸出に当たっての実績・ノウハウを共有するこ
とが必要である。
○農地の利用からマーケティングに至るまで、国際的な視点から地域農業を見つめ直すと
ともに世界に目を向ける必要がある。そのためには、規制改革により企業の農業参入等
を加速化し、国際的需要動向の把握やマーケティング戦略の立案等に関するノウハウを
農業界に取り入れることによって、国際競争力を強化することが重要である。

（2）日本食文化の発信とブランド化
○海外における日本食人気が上昇する中、伝統と地域の風土の下で育まれた独特の日本食
文化も併せて海外に発信するなど、食文化と連動した輸出戦略を展開する必要がある。
○高付加価値化の観点から、農産物の育て方やこだわり、歴史などを盛り込んだストーリー
を作ってブランド化し、併せて発信していくことが有効である。

（3）オール新潟の輸出本部の設置
○現在、品目・産地ごとにバラバラに売り込みが行われており、その効果が限定的になっ
ているため、「オール新潟の輸出本部」を立ち上げるべきである。それによって、最高品質
の極上米から低価格米まで幅広い商品の充実や、農産物と加工品を併せた輸出戦略の立
案など、パッケージソリューションの提供が期待される。
○近年、アジア地域における高所得者層の人口が増加し、同地域向けの輸出が日本産農産
物輸出の拡大を牽引しており、今後も高成長とともに需要の高まりが見込まれる同地域
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Ⅲ 複合化による付加価値向上と農商工連携・6次産業化

への販路開拓の余地は大きい。現地ニーズを的確に把握するとともに、優秀なプロモー
ターを確保し、積極的な売り込みを仕掛けていくべきである。

（4）オランダとの交流促進
○日本とオランダそれぞれを取り巻く環境に相違はあるにしろ、施設園芸などの高収益部
門に特化し、効率的に生産・輸出しているオランダから学べることは少なくない。農業
技術や制度のあり方についての情報交換等も含め、オランダとの交流を促進していくべ
きである。

　米の生産調整のあり方や経営所得安定対策など、農政の根幹をなす米政策の抜本的な見
直しは、水田農業を主体とする本県に大きな影響を及ぼすものである。近年、農業産出額
が減少傾向にある中、米に大きく偏重した生産構造を変革し、地域特産作物や戦略作物等
の作付けを推進することで、新たな所得機会の確保と農家経営の安定を図るべきである。
　また、活力創造プランにあるとおり農業を成長産業化し、農業・農村全体の所得を今後
10年で倍増させるため、産業政策の手法を大胆に適用し、農商工連携や6次産業化によっ
て農産物の高付加価値化を図るなど、農家所得確保のための多様な農業の展開が期待される。

（1）複合型農業の推進
○米価が不透明な中、土地利用型作物を中心に地域特産作物（例：新発田市のアスパラガス、
長岡市のかぐらなんばん、魚沼市のユリ）や産地化を目指す作物（例：越後姫、ルレクチェ、
えだまめ）等を配した複合型農業を促し、米作単一経営から園芸複合経営への脱皮を図る
ことで、農家の所得増を後押しする必要がある。
○特に前項の産地化を目指す作物については、一定の生産量が必要なため、生産者の確保
という観点で行政のリーダーシップが期待される。

（2）農商工連携・6次産業化
○農商工連携を促進することによって、商工業者の技術やノウハウを積極的に活用し、生
産性の向上につなげていくべきである。また、特に全国でもトップクラスの地位にあり
本県の基幹産業になっている食品産業※2との連携を促進し、安定的なサプライチェーン
を構築することで、業務用米を中心としたさらなる需要拡大を図ることが期待される。

※2 平成22年本県主要製造業種における食料品等製造品出荷額の構成比は、全国で8.3%に対して本県は
18.2%である。また、同年の本県食料品等主要業種における製造品出荷額の全国シェアは、米菓：52.7%（全
国1位）、切餅包装餅：62.6%（全国1位）、清酒：10.1%（全国3位）、味噌：2.2%（全国10位）である。

出所:新潟県「平成24年度新潟県の農林水産業（資料編:農業）」（2012年）　経済産業省「平成22年工業統計速報（要旨）」（2011年）
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○「儲かる農業」の実現に向けて、流通・販売・加工などの多様な農業ビジネスを展開する
ことで、さらなる付加価値を創出し、一層の収益力向上を図るべきである。特に、県内
の生産者と食品加工業のマッチングを図り、地元素材を使った新潟らしい製品開発を推
進していくべきである。
○都市と農村の交流が高まる中、農産物直売所、農家民宿、農家レストラン、クラインガ
ルテンなどの交流ビジネスを育成支援し、6次産業化を着実に進展させることが期待され
る。具体例としては、様々な農業体験を通して農業に対する理解を深めてもらうことを
目的とした「アグリパーク」の整備が新潟市南区において進められており、6次産業化や
就農の支援も行うその取組にも期待したい。
○平地に延々と広がる田園風景や中山間地の棚田など、農地そのものが観光資源であり、
そのすばらしさを全国及びアジアを中心に海外へ積極的に発信することで、観光客を呼
び込む施策にも期待したい。
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委 員 長 吉　田　至　夫 ㈱新潟クボタ　代表取締役社長
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新潟経済同友会 地域委員会 委員名簿
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並　川　栄　三 藤木鉄工㈱　代表取締役
西　方　勝一郎 ㈱根茂レース　代表取締役社長
野　崎　正　博 一正蒲鉾㈱　代表取締役社長
長谷川　　　了 新潟縣信用組合　理事長
長谷川　康　之 ㈱長谷川電気工業所　代表取締役会長
馬　場　成　男 ㈱新和組　代表取締役
原　　　和　彦 アクシアルリテイリング㈱　代表取締役社長
原　　　雄　二 三菱商事㈱新潟支店　支店長
日　高　伸　一 アサヒビール㈱　新潟支社長
廣　田　幹　人 新潟綜合警備保障㈱　代表取締役社長
藤　田　善　六 藤田善六法律事務所　所長
松　井　利　直 ㈱マツイフーズ　代表取締役社長
三　須　尚　紀 ㈱新潟三越伊勢丹　代表取締役社長
皆　川　義　雄 ㈱皆川組　代表取締役社長
村　山　政　文 ㈱村山土建　代表取締役社長
渡　邉　　　毅 （医）新成医会 みどり病院グループ　理事長
渡　邊　泰　崇 ㈱渡辺リネン　代表取締役社長

（平成26年2月現在）




